
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 324 諸収入 0 

計 324 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 324 0 

徴税費

目 賦課徴収費

補正前額 54,821 

要求額 324 

総務部長段階査定額 324 

一般会計 【問合せ先】税制係 0857-30-8142 

【１０次総の施策体系】5301
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、令和２年２月開始の確定申
告受付期間が１か月延長となったことに伴い、令和２年度当初賦課に反映できず税額
更正が必要となった件数が増えた。また、賦課の公平性の確保と税源拡充の観点か
ら、これまで実施したことのない売電者の調査及び住登外者で本市に土地建物を所有
している者に対する実態調査を令和元年度から令和２年度にかけて実施した。
 
【事業の目的及び効果】 
　確定申告会場における新型コロナウイルスの感染を防止できたとともに、公正な賦
課はもとより、経費以上の税源の確保を実現した。
 
【事業の内容】　 
 ●事業実績に伴う会計年度任用職員人件費の減額（△５４３千円）
●通信運搬費の増額（７７７千円）
　・新たな課税客体の捕捉のため、売電収入を得る個人調査に基づく未申告者への通
　　知(1,066件)及び、事業所・家屋敷課税の対象者に対する調査票送付(1,199件)に
　　係る郵送経費の増額
　・新型コロナウイルス感染症の対応として、例年に比べ当初税額通知発送後の税額
　　変更通知発送件数が増加したことによる郵送経費の増額
　・地方税共同機構との連携に必要なＡＳＰサービスに係る通信運搬費の計上漏れ
　　による増額
●個人住民税の賦課誤りに伴う返還金のうち、地方税法第18条の3第1項の規定により
　５年を経過し還付できない額(H26,H27年度課税分)を鳥取市市税過誤納金補填金支払
　要綱に基づき、補填金で返還するための費用（９０千円）

　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

税００１ 項　　目　　名 賦課徴収費

予算書項目 賦課事務費 ページ 33 所　　属　　名

総務部税務・債権管理局 
市民税課年度 R2


